
証券コード　9068

平成19年６月13日

株 主 各 位
横 浜 市 中 区 南 仲 通 二 丁 目 15 番 地

 

取締役社長 野 口　正 剛
第105回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　さて、当社第105回定時株主総会を下記により開催いたしますの
で、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成19年６月27日（水曜日）
午後５時45分までに到着するようご返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日　　　時 平成19年６月28日（木曜日）午前10時
２．場　　　所 横浜市中区山下町50－１

ホテルコンチネンタル横浜 ９階
（会場が昨年と異なっておりますので、末尾の｢株主総会会場
のご案内図」をご参照くださいますようお願い申しあげま
す。）

３．会議の目的事項
報 告 事 項 １．第105期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）

事業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役
会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第105期（平成18年４月１日から平成19年３月31日まで）
計算書類報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 定款一部変更の件
第３号議案 取締役17名選任の件
第４号議案 退任取締役に対し退職慰労金贈呈ならびに役員退職慰労金制

度廃止に伴う退職慰労金打切り支給の件
第５号議案 取締役および監査役の報酬額改定の件
第６号議案 役員賞与支給の件
第７号議案 会計監査人選任の件 

以　上


　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。
  なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、計算書類および連結計算書類に修正が生じた
場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレスhttp://www.maruzenshowa.co.jp/)
に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　 業　 報　 告

（平成18年４月１日から
平成19年３月31日まで）

１．企業集団の現況

(1)当事業年度の事業の状況 

①　事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、公共投資の減少基調が依然とし

て続いているものの輸出入の増加、高水準の企業収益、設備投資の増加に

加え、雇用環境の改善に伴って個人消費も堅調に推移し、景気は緩やかな

がらも拡大を続けてまいりました。

　一方、物流業界におきましては、消費関連貨物は緩やかな増加は継続し

たものの生産関連貨物は家電製品や機械類の伸び率が縮小し、微増に止ま

りました。また、建設関連貨物は工場やマンションの建設需要は堅調でし

たが、公共投資の大幅な落ち込みにより減少となり、その結果、貨物量全

体としては減少傾向が続きました。さらに、原油価格の高騰も多少の落ち

着きは取り戻したものの高止まりの状態が継続したため、トラックの燃料

費コストもほとんど改善されず、非常に厳しい状況が続きました。 

　このような環境のなかで、当社グループは「第一次中期経営計画」「第

二次中期経営計画」に引き続き、平成18年度を初年度とする３か年にわた

る「第三次中期経営計画」を策定し昨年４月から実行に移しております。

本計画は、「ＭＬＰ－1000計画」と銘打ち、これまでの中期経営計画で培っ

た競争に打ち勝てる強靭な企業体質に加え、物流の一括元請業務である３

ＰＬ（サードパーティーロジスティクス）事業に対応した新情報システム

（当社グループでは、MLPシステムと呼称）をツールとして、平成21年３月

期に連結売上1,000億円超を達成することを目標としております。当社グ

ループは、この目標の必達を目指し、当連結会計年度におきましては、営

業力と現場力を強化し、既存業務の深耕とともに３ＰＬ事業の拡販により、

売上の拡大をはかり業績の向上に努めてまいりました。 
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　この結果、当連結会計年度の売上高は91,147百万円と前期比4.0％の増収、

営業利益は3,735百万円と前期比17.9%の増益、経常利益は3,899百万円と前

期比8.9%の増益、当期純利益は2,825百万円と前期比21.1%の増益となりま

した。なお、当期純利益が大幅な増益となりましたのは、当社の関係会社

でありますダンザス丸全株式会社の当社保有全株式を譲渡したことにより

1,739百万円の売却益が発生したためであります。 

　事業別の状況は次のとおりであります。

＜物流事業＞

  貨物自動車運送事業については、京浜地区では鉄鋼関係の取扱い、関西

地区では建材の取扱い、鹿島地区では食品関係の取扱いがそれぞれ増加し

ました。また、成田地区において空港間の輸送業務を新規に受注したこと

もあり、全体として増収となりました。

  港湾運送事業については、京浜地区では青果物の取扱いの減少がありま

したが、アパレル関連の輸入拡大や鋼材原料の取扱いが増加しました。 ま

た、中部地区でも鋼材の輸出業務の新規受注があり、全体としては増収と

なりました。

  倉庫業については、千葉地区でのＩＴ関連の取扱い減少や鹿島地区での

肥料の取扱いの減少がありましたが、京浜地区での建設機械部品の取扱い

増加や油脂関連の新規業務の受注があり、関西地区では塗料関連の取扱い

が増加したことなどにより、全体としては増収となりました。

  鉄道利用運送事業については、京浜地区での工業塩の取扱いの終了によ

る減収もありましたが、政府米の取扱いの増加により、全体としては増収

となりました。

  その他の物流付帯事業については、航空収入では機械部品輸出の船便へ

のシフトによる減少があり、荷捌収入ではフィルム関連の取扱いの減少が

ありましたが、梱包収入では建設資材の輸出業務の受注があり、外航船収

入ではプラントの大型プロジェクト案件の受注による増収などにより、全

体としては増収となりました。

  以上により、＜物流事業＞は前期比3.7％の増収となりました。
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＜構内作業及び機械荷役事業＞ 

　構内作業については、京浜地区での得意先の一部業務の撤退もありまし

たが、中部地区での鉄鋼関連の取扱い増加や関西地区での日用雑貨品の新

規業務の受注、鹿島地区での石油化学製品の業務取扱いの増加により、全

体としては増収となりました。

  機械荷役事業については、大型案件の終了や受注減により減収となりま

した。

　以上により、＜構内作業及び機械荷役事業＞は前期比3.6％の増収となり

ました。 

＜その他事業＞

　建設業については、鉄鋼関連の工場移転もありましたが、大型案件が終

了したことと新規の受注も減少したことにより減収となりました。地代収

入については、新規の賃貸借契約により増収となりました。

　以上により、＜その他事業＞は前期比13.8％の増収となりました。

なお、事業別の売上高は、以下の表のとおりであります。

事 業 別
売 上 高

金 額 前期比率 構成比率

百万円 ％ ％ 

物 流 事 業 71,888 3.7 78.9

構内作業及び機械荷役事業 15,852 3.6 17.4

そ の 他 事 業 3,406 13.8 3.7

合 計 91,147 4.0 100.0
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②　設備投資の状況

 　当連結会計年度中において実施いたしました当社グループの設備投資

は、倉庫および諸施設の新築や既存施設の改善・増強ならびに輸送力拡

大・環境対応のための車両・機械への投資や３ＰＬ事業対応のための新

情報システム（ＭＬＰシステム）の構築などであり、その総額は2,894百

万円となりました。

 主要設備は次のとおりであります。

・ＭＬＰシステム（継続中） 

・新東海倉庫（建設中）

なお、 当連結会計年度中に完成した主要設備はありません。

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。 

④　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況

・当社は、経営参画のため、すでに発行済株式の25％を所有しておりま

した武州運輸倉庫株式会社の株式を第三者割当増資により６万株取得

し、結果65％の所有となり子会社といたしました。

・当社は、ダンザス丸全株式会社設立に関し、ドイツ郵便国際との間で

締結された合弁契約に従い、ドイツ郵便国際が当社の所有するダンザ

ス丸全株式会社の全株式（3,750株 30％）を購入するコールオプショ

ンを行使し、それを当社が受入れ、株式の譲渡を行ないました。 

(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 （単位：百万円）

区 分
第　102　期
平成15年度

第　103　期
平成16年度

第　104　期
平成17年度

第　105　期
（当連結会計年度）

平成18年度

売 上 高 81,066 86,360 87,641 91,147

経 常 利 益 3,875 3,768 3,581 3,899

当 期 純 利 益 2,037 2,187 2,333 2,825

１株当たり当期純利益 21円38銭 23円44銭 24円99銭 31円18銭

総 資 産 88,355 89,164 103,390 107,769

純 資 産 45,424 47,259 52,991 54,899

（注）当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準第5号　平成17年12月9日）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）を適

用しております。
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